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Lake Biwa

Otsu City

宿泊事業者へアンケート結果や宿泊税の目的等のお知らせについて

【送付対象先】
大津市内で宿泊業を営む事業者240事業者（内訳：旅館及びホテル78事業者 簡易宿泊所84事業者 民泊78事業者）

下記の宿泊事業者に対し、アンケート結果や宿泊税の目的等を記載したお知らせを送付するとともに、
主にアンケートで不安や懸念に関する意見を寄せた事業者を対象に個別訪問を実施。

宿泊事業者への説明等の実施状況
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（１）導入検討に対する受け止めについて

・「絶対に反対」という立場ではなく、宿泊税を有効に使ってくれるのであれば、賛成でも反対でもない。

・宿泊税は取ればよいと思っているが、使い道が大事である。大津市で宿泊税を徴収し、彦根市や長浜市で宿泊税がない場合、

そちらを選ぶ方もいるかもしれないが、200円程度であれば、影響はないのではないか。

・宿泊者から徴収する税なので、今までできなかった、宿泊者が必要とすることへのきめ細かな対応ができるのであれば、

賛成である。

・宿泊税の導入には基本的に賛成であり、仕方がないと考えている。

・賛成者が多ければ、特に反対はしない。

・一人が反対しても結果は変わらない。

・宿泊税導入の経緯等はある程度聞いており、決まったことに従う。どういった制度になるか分かれば、教えてほしい。

・賛成でも反対でもないが、京都などの系列ホテルで経験があり、あまり心配していない。観光地としての規模が小さいため、

「観光目的の税」と振りかざすのは、特にビジネス客からは関係がないとして、理解を得にくいかもしれない。

・温泉旅館は、温泉に入ることが主な目的であるため、周辺の観光客が増えても、宿泊者は増えない。宿泊税を徴収し、地域

の観光の魅力向上や情報発信を行っても、ホテルにはメリットがあるが、温泉旅館にはメリットがない。
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（２）丁寧な説明と検討の進め方について

・アンケートでは、導入が前提のような印象を受けて不快であったが、賛成でも反対でもない。一緒に考えたい。どういうことを

したいのかを丁寧に説明することが大事である。

・使い道を示し、不安を払拭するのがまず先であり、導入ありきで急いで進めようとしていることが、ハレーションを呼んでいる

のではないか。順番を間違えずに進めてほしい。

・多くの施設が指摘している不安材料や要望に対して、丁寧に説明し、根拠や対応策を示すなど、全てに応えきった後に導入すべ

きである。市が導入を急いでいるように見え、拙速な導入により、質の低い制度になることを危惧している。計画したスケジュ

ールありきではなく、説明に時間をかけて納得を得てから進めるなど、柔軟にスケジュールを変更すべきではないか。

（３）使い道について

・導入するのであれば、使途として、「観光地としてのイメージの確立、認知度向上」「宿泊税を原資とした補助金の創設

（高付加価値化補助金などのイメージ）」「閑散期対策」を要望する。

・宿泊税の使途に「温泉の給湯保護管理施設の整備」を入れ、温泉供給に万全を期してほしい。

・行政は、民間ではできない環境整備に注力すべきである。例えば、電線・電柱の整理、坂本などの町並み整備、写真を撮りた

くなる場所や「映える」スポットの整備など。本当に魅力のある場所や体験を作れば、来訪者がSNSや口コミで自発的に発信

する。
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（４）制度の内容や使途の明確化、財源管理について

・市の観光予算が宿泊税に付け替わるだけではないかと懸念しており、導入には反対である。

・宿泊税という制度自体を否定するものではないが、税収が適切に使われないと思うので、導入には反対である。観光費以外の

分野への振替や使途の変更が行われるのではないか。

・税収の使途は詳細かつ継続的に公表すべきだが、行政がその情報を公表し続けるのか疑問である。

・宿泊税は単年度会計ではなく、基金化し、数年のスパンで使用していくことが大切であると考えており、将来像を示してもら

えると分かりやすい。

・制度については、京都市のように、実施しながら見直していけばよいのではないか。

・段階的定額制であれば、京都市と同じであることから、システム変更は不要である。
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（５）DMOや行政・民間の役割分担について

・びわ湖大津観光協会がDMOとしての体制を整えることや、宿泊者からの税を宿泊者のために、よりメリハリをつけて活用できる

のであれば賛成である。まずは、DMOとしての登録を行い、小さな成功体験を積み重ねてから宿泊税を導入する方が、安心感が

あるのではないか。那須町など、DMOとしての体制整備後に宿泊税を導入し、うまくいっているところもあると聞くため、先行

事例の共有も有効ではないか。

・行政にしかできない部分は行政が、民間が得意な部分は民間が担い、対立することなく、より密に連携しながら、同じ方向を向

いて、それぞれの役割を果たしていきたい。特にプロモーションなどの事業は、行政の予算執行に縛られず、スピード感を持っ

て実施する必要がある。びわ湖大津観光協会のDMOとしての体制を整えることにも賛成であり、専門人材を育て、地域を盛り上

げてほしい。

・各旅館は自ら広告宣伝を行い、自分たちの努力で経営しており、市や観光協会の取組によってメリットを享受したことがない。

そのような状態で、観光協会がDMOとなり、安定財源を確保すると言われても、何も期待できない。

・行政や観光協会は公平性を求められるため、全事業者を平等に扱うプロモーションは、民間による集客と比べて費用対効果が悪

すぎる。宿泊税を徴収してまで、従来型の効果の低いプロモーションを続けるのであれば、事業者の集客を妨げるだけなので止

めてほしい。
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